　　はじめに

　2001年10月に自治労「自治体入札・委託契約制度研究会」は、「社会的価値の実現をめざす自治体契約制度の提言 ― 政策入札で地域を変える ―（以下「自治労提言」）」を行った。この背景には、1990年代初頭に起きたバブル経済破綻などの影響を受けて、国・自治体を問わず財政が悪化し、公共工事の激減、公共サービスの民間委託・外注化の拡大などによって、公共サービスの質の低下や担い手である労働者の賃金・労働条件の悪化が指摘される状況があった。自治労提言の要点は、「『価格入札』から『政策入札』へ」というものである。「現在の入札制度は、価格中心の最も低い「価格」で応札したものが落札するものある。それによって『ダンピング』といったことが起きている。これに対して、自治体が進める政策の実現ということに着目し、入札制度通じて「社会的価値」の実現をめざす『政策入札』の導入を柱とする入札制度改革」にとりくむことをもとめている。

　この自治労提言から約10年になろうとしているが、この間自治体の入札・契約制度は、随意契約から競争入札原則へ、総合評価方式の拡大など大きく変化した。自治労がめざした「政策入札」も確実に広がった。

　他方で、自治体発注の事務・事業によって「官製ワーキングプア」といった状況が作り出されている。低入札やダンピングといったこともなお課題となっている。

　こうした中で、2009年９月に千葉県野田市で、「公契約条例」が制定された。野田市の根本崇市長は、この条例制定の趣旨について「官製ワーキングプアをなくすことと、公共工事の技術水準を保つのが目的」（東京新聞2009年10月21日）としている。さらに、2010年12月には神奈川県川崎市で「公契約条例」がつくられた。現在、神奈川県相模原市、東京都多摩市、北海道札幌市などで、「公契約条例」づくりが進められている。「公契約条例」は、今や構想の段階から実践の段階へと大きく動き出しているといえる。

　本報告書は、上記の経過や現在の状況ふまえ、2010年３月３日に自治研作業委員会「公正労働と指定管理者等検討委員会」を設置し、「指定管理者制度」、「公契約条例」について、「公正労働」を確立することを目的として研究と討議を重ねてきたが、そのまとめである。全体の構成は、総論、第１章「公契約の位置づけと入札改革」、第２章「公契約条例の現段階と課題」、第３章「公契約における賃金・報酬のあり方を考える」、第４章「公契約が対象とすべき公共サービス従事者等の定め方」、第５章「自治体が実現すべき社会的価値とは何か」、第６章「指定管理者制度の現状と課題、見直しの方向 ― 公契約条例との関連で」となっている。また、巻末「参考資料」も報告書を補強する重要な論文・資料であり参照いただきたい。

　本報告書が、今後の自治体における入札・契約制度改革とりわけ「公契約条例」制定に向けての一助となれば幸いである。
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